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研究要旨 

本研究では、⺠泊に供される住宅管理の実態と課題を把握することを⽬的と
し、⺠泊事業者から住宅管理を委託される住宅宿泊管理事業者に対してアンケ
ート調査を実施した。調査対象は、2020 年 8 ⽉時点で各地⽅整備局等に登録
されている住宅宿泊管理事業者 2,206 とし、質問票は郵送による配布回収とし
た。回収率は 30.0%であった。 

アンケート調査結果分析から、以下の点が明らかとなった。住宅宿泊管理事
業者は 8 割が法⼈、住宅宿泊管理事業以外の事業を⾏っているところが⼤半で
あり、その主たる事業は不動産業であるものが 47.9%であった。受託物件数は
新型コロナウィルス感染症の影響もあり、０⼾と回答した事業者が全体の
54.8%、１〜5 ⼾が 24.2%であった。⾃⼰物件も 0 ⼾が 36.8%、１〜5 ⼾が 45.0%

と１管理事業者が管理する⺠泊物件数は⾮常に少ない。6 割の管理事業者が管
理業務を再委託せず⾃社で⾏っていた。管理業務の⼀部を再委託している管理
事業者は 206 事業者あり、このうち約 50%前後の事業者が⽇常清掃などいわ
ゆる「現場管理」に相当する業務を再委託している。 

また新型コロナウィルス感染症の影響により、業務休⽌状態にあると回答し
た事業者が 30.6%であった。感染症対策については、清拭消毒や⼿指消毒液等
の設置、従業員の感染予防対策が⽐較的⾼い割合（7 割）で実施されていた。 

業種別（宿泊業系、不動産業、その他）の分析では、宿泊業系の事業者が事
業継続している割合が⾼く、また衛⽣管理に対しても取り組んでいる事業者の
割合が、他業種よりも⾼い傾向がみられた。 

Ａ．研究⽬的 

本研究では、⺠泊に供される住宅の管理を担
う住宅宿泊管理事業者を対象とし、⺠泊管理の
実態と課題を明らかにすることを⽬的とする。 

Ｂ．研究⽅法 

主として３つの⽅法を採⽤した。第 1 の⽅法

は各地⽅整備局等に登録されている住宅宿泊
管理事業者 2,206 に対して、⺠泊に利⽤されて
いる住宅の管理についてアンケート調査を実
施した。 

調査票は、郵送で配布回収を⾏った。調査期
間は 2020 年 10 ⽉ 8 ⽇から 3 週間とし、12 ⽉
末までに回収できたものを分析対象とした。全
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国の地⽅整備局等に登録されている住宅宿泊
管理事業者数は、閲覧時点（2020 年 8 ⽉）で
2,206 あり、そのうち本社宛に調査票を配布し
た。 

調査対象および配布・回収の詳細については、
表１のとおりである。 

表１ 調査票配布数と回収数、回収率 

整備局 配布数 回収数 回収率

北海道開発局 231 79 34.2%

東北地⽅整備局 33 16 48.5%

関東地⽅整備局 1012 240 23.7%

北陸地⽅整備局 32 12 37.5%

中部地⽅整備局 94 36 38.3%

近畿地⽅整備局 423 108 25.5%

中国地⽅整備局 51 20 39.2%

四国地⽅整備局 36 14 38.9%

九州地⽅整備局 182 55 30.2%

沖縄総合事務局 112 38 33.9%

無回答 ― 15 ―

合計 2206 633 28.7%  

配布数は 2,206 件であるが、住所不備等によ
り調査票未達となったものが 77 件あった。ま
た有効回答数は 633 であり、未達 77 件を除外
した配布数 2,129 に対する回収率は 30.0%で
あった。地域別の回収率は、東北がもっとも⾼
く 48.5%であり、関東と近畿が 20%台と⼤都
市圏を含む地域で低くなった。  

有効回答以外に、事業者の近況を伝える連絡
をメールやファックスで複数受けた。新型コロ
ナウィルス感染症の影響により、観光・宿泊需
要が著しく低い状況下での調査であったため、
住宅宿泊管理事業者が業務休⽌状態や、登録後
業務を開始していない状況等にあり、回答でき
ない旨連絡をしてくるケースが複数あった。

第 2 の⽅法は、登録されている住宅宿泊管理
事業者の特性を把握することを⽬的に、各整備

局のリスト上にある事業者名をウェブ検索し、
その主要な事業内容を把握した。 

第 3 の⽅法は、地⽅整備局の住宅宿泊管理事
業者登録の担当者および住宅宿泊管理事業者
にインタビュー調査を実施した。コロナウィル
ス感染症の影響により、電話等を利⽤して実施
した。インタビューが実現したのは地⽅整備局
担当者 1 件と住宅宿泊管理事業者 1 件であっ
た。インタビュー調査結果についてはアンケー
ト結果分析の考察に参照・記載している。

（倫理⾯への配慮） 

調査に先⽴ち、国⽴保健医療科学院研究倫理
審査委員会の審査を受け承認を得た。

調査の趣旨説明において、調査の意図、個⼈
情報保護に配慮すること、協⼒者への不利益が
⽣じないよう配慮して実施すること、調査結果
の公開⽅法等について説明を⾏った。調査対象
者が特定されないよう匿名性確保に配慮した。 

Ｃ．研究結果 
はじめに、住宅宿泊管理事業者の登録数の変

化を確認する。調査対象を特定するために利⽤
した各地⽅整備局等のリストに掲載された登
録数（2020年8⽉閲覧時点）と、2021年4⽉時
点での登録数を⽐較した（表２）。 

登録管理事業者数の減少という観点から⾒
る限り、⼤きな影響は⾒られない。もちろんこ
れまでの登録数の増加と⽐較すると、影響は⼤
きいが、宿泊事業が縮⼩したといわれるなか、
1年⾜らずの期間に100件近くの新規登録が確
認された。 

33



表２ 登録管理事業者数の変化 

 

減 実質増

北海道 240 1 10

東北 34 0 1

関東 1052 3 43

北陸 36 0 4

中部 96 1 3

近畿 436 0 13

中国 54 0 3

四国 39 0 3

九州 188 2 8

沖縄 118 1 7

合計 2293 9 95

2020年8⽉からの増減
地域 2021年4⽉

 

 

Ｃ-1. 住宅宿泊事業法に基づく⺠泊の管理業
制度 

 2017 年 6 ⽉に公布、翌年 6 ⽉に施⾏された
住宅宿泊事業法では、家主不在型の⺠泊の管理
は、住宅宿泊管理業者に管理を委託することが
義務付けられている。⺠泊の管理を、住宅宿泊
事業者（家主）から受託する者は、国⼟交通⼤
⾂への登録が必要であり、本社や事業者の拠点
の所在地の地⽅整備局等で申請を⾏う。 

 住宅宿泊管理事業者は、⺠泊事業者（家主）
が負う「住宅宿泊事業の適正な遂⾏のための措
置」を代⾏するのであり、管理業務が適切に実
施できることと、その管理受託契約の締結にか
かる業務が法令に適合して実施できるだけの
実務能⼒が求められる。したがって登録に際し
ては、その実務能⼒を確認するものとして、宅
地建物取引業や賃貸住宅管理業等の資格証明
等の提出が必要となる。 

 住宅宿泊管理事業者が委託を受ける管理業
務は、⼤きく①宿泊者等への対応に関する業務、
②住宅・設備管理及び安全確保業務、③清掃・
衛⽣業務に分類される。①は、宿泊者への鍵の
受渡しや本⼈確認、宿泊者名簿の作成等、②は

住宅⽔廻り設備、⽔道・電気などのライフライ
ンが正常に機能するよう保全することや外国
語による通報連絡および連絡先についての案
内など、③は⽇常的な清掃業務や寝具・衛⽣⽤
品の洗濯・設置等である。このうちどの項⽬を
管理受託するかは、住宅宿泊事業者（家主）と
住宅宿泊管理事業者との間で協議して決める
ものであり、内容については契約書を締結する
ことが求められている。国⼟交通省は雛型とし
て標準契約書を⽰しているが、実際の契約内容
や契約書が交わされているかなど、現状は把握
しづらいところである。 

また、こうした住宅管理業務の⼀部は、他の
事業者等へ再委託することができる。再委託す
る事業者については、登録要件等は特に設けら
れていない。 

 住宅宿泊管理事業者の登録申請は、住宅宿泊
事業者の届出と同様、電⼦⽅式が採⽤され、デ
ータが⼀元管理できるようになっている。しか
し、インタビュー調査を⾏った地⽅整備局の担
当者によれば、電⼦⽅式を利⽤するには、電⼦
署名が必要であり、電⼦署名を利⽤できる事業
者は多くない。住宅宿泊事業に参⼊しようとす
る事業者は、管理業も含め、個⼈事業主や中⼩
企業が多く、そうした事業者にとってオンライ
ン申請は最初の越えるべきハードルがあり、現
状利⽤の広がりは限定的である。 

 
Ｃ-2. 事業者属性について 

 ここから、住宅宿泊管理事業者を管理事業者
と表記する。 

管理事業者は、法⼈登録が全体の 8 割を占め
た（図 1）。登録時期は、2018 年がもっとも多
い（図 3）。法律施⾏は 2018 年 6 ⽉ 15 ⽇（事
前登録は同年 3 ⽉ 15 ⽇から）であるが、制度
開始以前の年を記載している回答が約１割あ
った。別の登録申請と混乱して回答したものと
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推察する。また、2020 年に⼊ってからの登録
も 11.8％あった。 

 回答事業者の地域分布（登録地⽅）は、各整
備局等の登録事業者⼀覧のそれに近いとなっ
た。関東がもっとも多く、全体の 37.9％、次
いで近畿の 17.1％、この後北海道、九州と続
く（表 3）。 

 管理事業者の業種については、不動産業がも
っとも多く 47.9％、次いで⺠泊経営が 11.5％
であった（表 4）。地⽅整備局や住宅宿泊管理
事業者へのインタビュー調査から、住宅宿泊管
理事業者への登録には、⺠泊を運営している、
もしくは⺠泊を運営しようとする者が、⺠泊事
業者として届出を⾏おうとする際、家主不在型
⺠泊については住宅宿泊管理事業者に管理委
託をする必要があることを窓⼝等で指摘され、
⾃らが管理事業者となり登録申請をするとい
うケースもあるという。不動産業者であれば、
その逆も考えらえる。 

登録申請時に実務能⼒を⽰す書類として提
出されたものも、宅建取引業免許が 57.3％と
もっとも多く（表 5）、住宅宿泊管理業に参⼊
したのは、不動産業者を中⼼とする事業者であ
った。「その他」の回答には、観光業・地域づ
くり、飲⾷、教育、⼩売り、サービス業などの
記載があった。 

主な業種については別途、事業者⼀覧に基づ
き、ホームページを参照する作業を⾏い、業種
分類を⾏った（別表 1）。この調査においても、
もっとも多い業種は不動産業、次いで建築・建
設業、⺠泊運営・経営や旅館業といった宿泊関
係も⽐較的多かった。また、⼤きくは不動産業
に分類されるものであるが、マンスリーマンシ
ョンやウィークリーマンション事業を⼿掛け
ているところも⼀定数あった。この他、少数で
はあるが、まちづくり事業の⼀環で⺠泊に乗り
出しているところもみられた。 

 

図 1 登録申請事業者 

 

図 2 ⽀店営業所等の有無 

 

図 3 登録年⽉ 
 
表 3 登録申請した地⽅整備局等 

合計 配布数に対する割合
北海道 80 12.6%
東北 16 2.5%
関東 239 37.8%
北陸 12 1.9%
中部 36 5.7%
近畿 108 17.1%
中国 20 3.2%
四国 14 2.2%
九州 55 8.7%
沖縄 38 6.0%
無回答 15 2.4%
合計 633 100.0%  
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表 4 ⺠泊管理業以外の主たる事業内容（主⼒領域） 

合計 割合
管理業のみ 34 5.4%
不動産業 303 47.9%
情報技術関係 9 1.4%
建設・建築業 47 7.4%
⺠泊経営 73 11.5%
旅館業 35 5.5%
⽣活衛⽣関連業 3 0.5%
⾏政書⼠／司法書⼠ 4 0.6%
その他 40 6.3%
無回答 85 13.4%
合計 633 100.0%  

表 5  管理遂⾏の体制整備を⽰す書類（複数回答） 

合計 割合
宅建取引業免許 363 57.3%
マンション管理業の登録通知書 20 3.2%
賃貸住宅管理業の通知書 69 10.9%
住宅取引や管理に関する経歴を⽰した
事業経歴書

98 15.5%

宅建取引⼠証 125 19.7%
管理業務主任証 14 2.2%
賃貸不動産経営管理⼠の写し 22 3.5%
その他 12 1.9%  

 

Ｃ-3. 管理物件について 

 1 管理事業者が、住宅宿泊事業法の下で管理し
ている⺠泊物件数は、かなり少ない。表６は、管
理受託している物件（他から）と、⾃らが住宅宿
泊事業者（家主）となっている物件（⾃ら）にわ
け、それぞれの管理物件数範囲に該当する事業者
数を⽰したものである。図 4 はその割合を⽰す。 

表 6 管理物件数別事業者数 

他から ⾃ら
0⼾ 347 233
1〜5⼾ 153 285
6〜10⼾ 35 28
11〜50⼾ 33 44
51〜100⼾ 5 4
101⼾以上 3 1
無回答 57 38
合計 633 633  
 

受託した管理物件数を０と回答した事業者が
全体の 54.8％、１〜5 ⼾が 24.2％、合計すると
８割近くが５⼾以下であった。⾃らが家主であり
かつ管理も⾏っている⾃⼰物件についても、同様
に０⼾と回答した事業者が全体の 36.8％、1〜5

⼾が 45.0％、5 ⼾以下の事業者が全体の８割であ
った。受託物件と⾃⼰物件いずれも０⼾と回答し
た事業者が 130 件と全体の 2 割を占め、受託と
⾃⼰物件を合わせて５⼾以下の事業者が全体の
52.6％であった。0 ⼾と回答した事業者のなかに
は、コロナ禍前後に管理事業者として登録を⾏っ
たため、実質的に事業を開始していない／できて
いないところがある。本調査はコロナ禍の影響の
ある時期に⾏ったものであり、１管理事業者の管
理物件は少ない。 

 次に管理物件の所在地について、管理物件すべ
てが本店所在地（都道府県）以外に⽴地する事業
者は回答事業者全体の 13.5％であり、本店所在
地以外に⽴地する物件の割合が０と回答した事

図 4 管理物件数別事業者の割合 
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業者が 60.4％であった。 

 また、住宅宿泊事業法下の⺠泊以外、つまり旅
館業法下の宿泊施設や特区⺠泊を管理受託した
り、事業者として経営したりしている事業者は
162 件（全体の 25.6％）であった（表 7）。 

 ⺠泊に供されている住宅の建て⽅について、
管理している物件のなかで、もっとも割合の⾼
い建て⽅について尋ねたところ、⼀⼾建て
50.8％、集合建て 47.7％と、ほぼ同じ割合で
あった（表 8）。またアンケートの回答から、
建て⽅別の⼾数を算出すると、回答事業者が管
理している管理物件は約 3884 ⼾となり、うち
集合建てが約 2853 ⼾（73.4％）、⼀⼾建てが
約 903 ⼾（23.2％）となり、集合住宅を利⽤
した⺠泊が多い結果となった（表 9）。 

 

表 7 特区⺠泊／旅館業法下の宿泊施設の管理受託等 

合計 割合
ある 162 25.6%
ない 416 65.7%
無回答 55 8.7%
合計 633 100.0%  
表 8 最も割合の⾼い建て⽅ 

合計 割合
⼀⼾建て 201 50.8%
集合 189 47.7%
その他 6 1.5%
合計 396 100.0%  
表９ 建て⽅別⼾数 

合計 割合
⼀⼾建て 902.9 23.2%
集合 2852.5 73.4%
その他 129.0 3.3%
合計 3884.4 100.0%  
 

Ｃ-4. 管理の再委託 

既述のように、管理事業者が住宅宿泊事業者
（家主）から物件管理を受託するにあたり、そ
の管理業務の⼀部を他事業者等に再委託する
ことができる。この実態を把握するため、再委

託の有無について尋ねた。 

 １事業者が管理する物件が少ないこともあ
り、再委託はほとんどなされていない結果（再
委託していない 60.3％）となった（表 10）。 

管理業務のうち、C-1.で⽰した管理業務の③

⽇常的な清掃業務や寝具・衛⽣⽤品の洗濯・設
置等に該当する業務が、再委託される傾向にあ
る。これらいわゆる「現場管理」の項⽬は、い
ずれも 50％前後の管理事業者が再委託してい
る（図 5）。 

 この他、苦情対応や避難体制の確⽴、建物設
備の問い合わせ対応、届出事務代⾏の項⽬で、
⾃社管理の割合が⽐較的⾼く、宿泊客対応に関
わる管理業務が主たる管理事業者の業務とな
っている。 

 再委託先については、清掃事業者やクリーニ
ング業者などいくつかの事業者が想定される
が、管理コストを抑えるため、住宅宿泊事業者
（家主）に管理業務の⼀部を再委託するケース
がある。例えば、⽇常清掃業務を住宅宿泊事業
者に再委託し、宿泊客への 24 時間対応等、個
⼈事業主等では対応が困難な管理業務を請け
負うというケースである。本調査では、こうい
ったケースは 40 事業者、再委託をしている事
業者のうち 19.4％であった（表 11）。また、40

事業者中 19 件（47.5％）が管理物件の８〜10

割を住宅宿泊事業者（家主）に再委託している
（表 12）。 

再委託を⾏っている管理事業者 206 件中、
再委託先がさらに再委託をすること（再々委
託）について制限や条件をつけている事業者は
56 件（27.2％）、つけていない事業者が 89 件
（43.2％）であった（表 13）。再々委託先を把
握しているかについては、しているとの回答が
40 件、数はわずかであったが 22 件がしていな
いと回答した（表 14）。 
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表 10 再委託の状況 

合計 割合
⼀部の物件で再委託している 60 9.5%
ほとんどの物件で再委託している 19 3.0%
すべての物件で再委託している 69 10.9%
していない 382 60.3%
不明 20 3.2%
無回答 83 13.1%
合計 633 100.0%  

表 11 住宅宿泊事業者を再委託先とする物件の有無 

再委託 不明 無回答 合計
ある 33 2 5 40
ない 111 16 10 137
無回答 4 2 23 29
合計 148 20 38 206  
表 12 住宅宿泊事業者を再委託先とする物件の割合 

合計 割合
1-3割 14 35.0%
4-7割 7 17.5%
8-10割 19 47.5%
合計 40 35.0%  

 

 

 

表 13 再々委託に対する制限や条件 

合計 割合
つけている 56 27.2%
つけていない 88 42.7%
無回答 62 30.1%
合計 206 100.0%  

表 14 再々委託先の把握 
合計 割合

している 40 19.4%
していない 22 10.7%
再々委託先はない 89 43.2%
無回答 55 26.7%
合計 206 100.0%  
 

Ｃ-5. 衛⽣管理 

 住宅宿泊事業法下での⺠泊は、⼈を宿泊させ
る⽇数が年間 180 ⽇以内と制限されており、
⾃治体によっては条例でさらに期間を定めて
実施を制限しているところもある。そのため、
⺠泊の運⽤によっては宿泊の空⽩期間が⻑く
⽣じる可能性がある。今回の調査では、主にこ 

 

図５管理業務の再委託状況（N=206） 
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の点を念頭において、管理事業者に衛⽣管理の
⽅法について尋ねた。 

管理事業者が管理する物件の管理⽅法は多
様であることが想定されたため、以下の項⽬に
ついては管理の対応としてもっとも多いケー
スについて回答するよう求めた。 

 宿泊客の滞在中、管理事業者の 40.6%が、客
に室内環境の⾃主管理を委ねていると回答し
た（表 15）。この他、滞在が⻑くなる場合定期
的に清掃に⼊る、客からのリクエストに応じて
清掃に⼊ると回答した管理事業者がいずれも
18%あった。⺠泊は、その⽴地や価格、特徴に
よって、客の滞在期間が異なるが、都市部に⽴
地する簡易宿所や特区⺠泊でも多くが、客の⾃
主管理に委ねる⽅法をとっている（堀⽥・阪東，
2018）。本調査ではこうした⺠泊の特徴毎に、
衛⽣管理の違いを明らかにすることはできな
いが、今後は、滞在期間が中⻑期にわたる場合
の衛⽣管理の⽅法について、期間中の現況確認
と併せて検討が必要であろう。 

 また、宿泊客の退室後（チェックアウト後）、
清掃に⼊るタイミングは、退室⽇と回答した事
業者が全体の 60%であった（表 16）。 

⻑期間宿泊客が⼊らなかった場合の対応に
ついては、定期的に清掃に⼊るとの回答が全体
の 40%、清掃はしないが室内に⼊り換気を⾏
うとの回答が 32%と、利⽤がない期間が⻑い
場合にも⼀定の衛⽣管理が⾏われていること
がうかがえる（表 17）。この⻑期利⽤がない場
合の対応について、管理事業者の本拠地別（登
録地域別）に傾向をみたところ、関東と近畿で、
定期的に清掃に⼊ると回答した割合が他と⽐
較して若⼲低くなっている（表 18）*１。 

⺠泊の衛⽣管理について、宿泊客から苦情を
うける頻度について尋ねた。８割の管理事業者
がめったにない、まったくないと回答した（表
19）。管理事業者⾃⾝や、雇⽤している清掃員

等から聞いた⺠泊の衛⽣管理に関する問題に
ついても、８割近くが衛⽣管理について⽿にす
ることや感じることはないと回答した（表 20）。
⺠泊が稼働していない時期での調査であった
ことが、苦情の頻度の低さに影響している可能
性があることを踏まえる必要があろう。 
 衛⽣管理に関する不満の⾃由記述に記⼊さ
れた内容を概観すると、客からの苦情には、不
満内容（ほこり・ゴミ、髪の⽑、⾍）といった
清掃の不備に関する事柄であった。内部の苦情
にはゲストのマナーや感染症対策に関する苦
労、清掃員の清掃の不均質さについての記載が
みられた。 

 

表 15 宿泊客の滞在中の衛⽣管理 

合計 割合
宿泊客の⾃主管理 257 40.6%
⼀定期間以上の場合、定期的に清掃 116 18.3%
リクエストがあれば清掃 115 18.2%
再委託先に委任 22 3.5%
その他 29 4.6%
無回答 94 14.8%
合計 633 100.0%  
表 16 宿泊客退室後清掃に⼊るタイミング 

合計 割合
退室⽇ 382 60.3%
翌⽇ 80 12.6%
退室後2〜3⽇ 49 7.7%
退室後4〜5⽇以内 5 0.8%
退室後1週間以内 5 0.8%
退室後1週間以上経ってから 4 0.6%
再委託先に委任 10 1.6%
無回答 98 15.5%
合計 633 100.0%  
表 17 ⻑期に客が⼊らない場合の対応 

合計 割合
定期的に清掃に⼊る 253 40.0%
清掃はしないが中に⼊り換気を⾏う 204 32.2%
特に何もしない 30 4.7%
再委託先に委任 21 3.3%
その他 28 4.4%
無回答 97 15.3%
合計 633 100.0%  
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表 19 ⺠泊の衛⽣管理に関する宿泊客からの苦情  

合計 割合
頻繁にある 0 0.0%
ときどきある 32 5.1%
めったにない 193 30.5%
まったくない 316 49.9%
無回答 92 14.5%
合計 633 100.0%  
表 20 ⺠泊の衛⽣管理に対して⾃社清掃員等や再委 

託先から聞いたことや⾃ら感じること 

合計 割合
頻繁にある 4 0.6%
ときどきある 36 5.7%
めったにない 237 37.4%
まったくない 261 41.2%
無回答 95 15.0%
合計 633 100.0%  

 

Ｃ-6. 新型コロナウィルス感染症による影響 

 新型コロナウィルス感染症の影響による事
業停⽌や開店休業状態にある事業者が約 3 割
あった（表 21）。これ以外にも、その他と回答
した事業者のなかに「開店休業状態」といった
状況が複数あった。 

 感染症対策については、現在と新型コロナウ
ィルス感染症蔓延前とに分けて、その実施につ
いて尋ねた。簡易宿所を対象とした過去の調査
において、感染症対策に対する事業主の意識は
⾼くなく、対策の実施も、室内清掃や⽔回りの
衛⽣管理と⽐較すると軽視される傾向にあっ

た。本調査では、「清拭消毒」、「⼿指消毒液等
の設置」、「感染症の患者が出た場合の対応の確
認」、「従業員の感染予防対策」で現在⾏ってい
ると回答した事業者が 6~7 割を占めた。 

 現在⾏っている対策について、新型コロナウ
ィルス感染症蔓延以前からやっているかにつ
いては、チェックイン・チェックアウト⼿続き
の完全遠隔対応 40.1%、⼈数制限 28.4%、消毒
清拭 21.6%、独⾃の感染症対策マニュアルの作
成 10.7%となった（図 6~14）。完全遠隔対応や
⼈数制限が⾼い割合を⽰したのは、⼈件費抑制
や客室・設備規模により以前から何らかの対応
を⾏っていたためであり、直接感染症対策とし
て実施されたものではない可能性が⾼い。 

 また⾃由記述には、登録後にコロナ禍の影響
を受けたため開始後管理受託や宿泊者はゼロ、
事業はまだ開始していないという声や、コロナ
の影響による事業休⽌や中⽌といった記述が
⼤半を占めた。またわずかではあるが、条例に
よる上乗せ規制に対する不満の声がみられた。
衛⽣管理に関しては、ゲストのマナーの悪さを
指摘する声や、感染症防⽌対策に対する不安、
感染症防⽌対策設備に対する補助や助成⾦に
対する要望、チェックイン・チェックアウトの
完全遠隔対応の解禁に対する要望等があった。 

 

 

 

 

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

定期的に清掃に⼊る 43.8% 62.5% 38.5% 50.0% 47.2% 32.4% 30.0% 50.0% 40.0% 57.9%

清掃はしないが中に⼊り
換気を⾏う 22.5% 6.3% 18.8% 33.3% 25.0% 22.2% 10.0% 7.1% 9.1% 13.2%

特に何もしない 21.3% 12.5% 18.4% 0.0% 13.9% 18.5% 20.0% 21.4% 23.6% 15.8%

再委託先に委任 1.3% 6.3% 4.6% 8.3% 2.8% 2.8% 15.0% 0.0% 5.5% 0.0%

その他 2.5% 6.3% 6.3% 0.0% 2.8% 2.8% 0.0% 0.0% 5.5% 2.6%

無回答 8.8% 6.3% 13.4% 8.3% 8.3% 21.3% 25.0% 21.4% 16.4% 10.5%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

表 18 住宅宿泊管理事業者拠点地別 ⻑期に客が⼊らない場合の対応 
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表 21 ⺠泊の稼働状況（2020 年 10 ⽉時点） 

合計 割合
継続中 355 56.1%
休⽌状態 194 30.6%
その他 33 5.2%
無回答 51 8.1%
合計 633 100.0%  

 

図 6 清拭消毒 

 

図 7 ⼿指消毒液等の設置 

 

図 8 ⾶沫防⽌対策シールド等の設置 

 

図 9 チェックイン・チェックアウト⼿続きの完全遠
隔対応 

 

図 10 従業員研修の実施 

 

図 11 感染症の患者が出た場合の対応の確認 

 

図 12 従業員の感染症予防対策 

 

図 13 ⼈数制限 

 

図 14 独⾃の感染症対策マニュアルの作成 

 

Ｃ-6. 事業種別にみる衛⽣管理の状況 

 既述のように、管理事業者の主な事業内容は
不動産業がもっとも多い結果であったことを
受け、管理事業者の業種を、宿泊業系（管理業
のみ、⺠泊、旅館業;Ｎ=141）、不動産業(N=304)、
その他(上記以外 N=103) の 3 つに区分し、衛
⽣管理の体制等について分析を試みた。 

 管理事業者の登録を法⼈、個⼈いずれで⾏っ
ているかについては、宿泊系で個⼈とする割合
が不動産系よりも⾼い（表 22）。管理受託物件
数（他から）および⾃⼰管理物件数（⾃ら）に
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ついては、宿泊系と不動産系で⼤きな違いは⾒
られないが、⾃⼰物件 0 ⼾の管理事業者の割合
が宿泊業系の管理事業者で 26.2%と、不動産業
（43.4%）と⽐較すると低い（表 23）。また宿
泊系事業者は１~5 ⼾の割合が 54.6%と⾼い。
⾃⼰物件が 11~50 ⼾とする宿泊系事業者の割
合も 9.2%と、不動産業者（6.9%）と⽐較する
と若⼲⾼い。 

宿泊業系の管理事業者は、⾃らが⺠泊事業者
として物件を所有しており、物件の利⽤が⺠泊
に限られているため、不動産業と⽐較して、⾃
⼰物件をもつ割合が⾼くなっているものと推
察する。⼀⽅、不動産業者の場合、所有する物
件は⺠泊需要が減少すれば⺠泊としてではな
く賃貸住宅等として利⽤転換することが⾮学
的容易である。そのため、⺠泊の管理⼾数が 0

⼾であってもその負担はそれほど⼤きいもの
ではない可能性がある。 

 特区⺠泊や旅館業法下の宿泊施設管理につ
いて、受託／⾃⼰管理している事業者は、宿泊
業系で約 3 割、不動産業で 2 割であった（表
24）。 

 管理業務の再委託については、していないと
の回答がいずれの業種も約 6 割であるが、再委
託している事業者は、業種で違いがみられた
（表 25）。宿泊業系では、⼀部の物件で再委託
している割合が 14.2％であるのに対して、不
動産業系では 7.9％、その他業種では 5.8%、
すべての物件で再委託していると回答した割
合は宿泊業系で 8.5%、不動産業で 11.8%、そ
の他の業種では 14.6%となった。宿泊業系には、
管理業のみの事業者を含んでいるため、すべて
の物件で再委託するという回答が他と⽐較し
て低くなったものと推測する。 

 衛⽣管理業務の再委託状況については、図
15〜17 に⽰す通りである。全体的な傾向とし
て、⽇常清掃いわゆる現場管理が再委託される

傾向が⾼いが、宿泊業系で⽇常清掃等現場管理
を⾃社管理とする割合が若⼲⾼くなっている。
また、その他の業種では、管理を再委託とする
割合が宿泊・不動産と⽐較して全体的に⾼くな
った。 

 宿泊客が滞在している期間の衛⽣管理につ
いては、業種別に差はほとんど⾒られなかった
が、宿泊客退室後清掃に⼊るタイミングと⻑期
間宿泊客が⼊らない場合の衛⽣管理について
は、前者は退室⽇に⼊ると回答した事業者の割
合、後者は定期的に清掃に⼊ると回答した事業
者の割合が、宿泊業系で⾼かった（表 26〜28）。 

 新型コロナウィルス感染症の影響下での稼
働状況については、宿泊業系が継続中と回答し
た事業者の割合がもっとも⾼くなった（表 31）。
感染症対策の実施に関しても、各項⽬で⾏って
いると回答した事業者に着⽬してみると、多く
の項⽬で、宿泊業系事業者の割合が⾼い（表
32）。とくに他の業種と⼤きな差がついた項⽬
が、清拭消毒と⼿指消毒、感染症患者が出た場
合の対応、従業員の感染症予防対策、独⾃の感
染症対策マニュアルの作成である。 

 

表 22 業種別登録申請 

法⼈ 個⼈ その他 無回答 総計
宿泊業系 70.9% 27.7% 0.7% 0.7% 100.0%
不動産業 88.5% 11.2% 0.3% 0.0% 100.0%
その他 72.8% 26.2% 1.0% 0.0% 100.0%
無回答 81.2% 11.8% 1.2% 5.9% 100.0%
総計 81.0% 17.4% 0.6% 0.9% 100.0%  
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表 23 業種別管理物件数
0⼾ 1〜5⼾ 6〜10⼾ 11〜50⼾ 51〜100⼾ 101⼾〜 無回答 総計

他から 48.2% 24.8% 7.1% 7.8% 2.8% 1.4% 7.8% 100.0%
⾃ら 26.2% 54.6% 5.0% 9.2% 0.7% 0.0% 4.3% 100.0%
他から 58.9% 22.4% 5.9% 3.6% 0.0% 0.0% 9.2% 100.0%
⾃ら 43.4% 39.1% 4.6% 6.9% 1.0% 0.3% 4.6% 100.0%
他から 65.0% 26.2% 1.0% 2.9% 0.0% 0.0% 4.9% 100.0%
⾃ら 37.9% 51.5% 1.0% 3.9% 0.0% 0.0% 5.8% 100.0%
他から 38.8% 27.1% 7.1% 9.4% 1.2% 1.2% 15.3% 100.0%
⾃ら 29.4% 42.4% 7.1% 7.1% 0.0% 0.0% 14.1% 100.0%
他から 54.8% 24.2% 5.5% 5.2% 0.8% 0.5% 9.0% 100.0%
⾃ら 36.8% 45.0% 4.4% 7.0% 0.6% 0.2% 6.0% 100.0%

宿泊業系

不動産業

その他

無回答

総計
 

表 24 業種別特区⺠泊・旅館業法下施設の管理 

ある なし 無回答 総計
宿泊業系 33.3% 60.3% 6.4% 100.0%
不動産業 20.7% 71.1% 8.2% 100.0%
その他 20.4% 73.8% 5.8% 100.0%
無回答 36.5% 45.9% 17.6% 100.0%
総計 25.6% 65.7% 8.7% 100.0%  
表 25 業種別 再委託の状況 

⼀部の物件で再委
託している

ほとんどの物件で
再委託している

すべての物件で再委
託している

していない 不明 無回答 総計

宿泊業系 14.2% 5.0% 8.5% 60.3% 2.8% 9.2% 100.0%
不動産業 7.9% 1.6% 11.8% 62.5% 3.3% 12.8% 100.0%
その他 5.8% 1.9% 14.6% 64.1% 1.9% 11.7% 100.0%
無回答 11.8% 5.9% 7.1% 48.2% 4.7% 22.4% 100.0%
総計 9.5% 3.0% 10.9% 60.3% 3.2% 13.1% 100.0%  

表 26 業種別宿泊客の滞在中の衛⽣管理 

宿泊客の⾃主管理
⼀定期間以上の場合、定

期的に清掃
リクエストがあれ

ば清掃
再委託先に委任 その他 無回答 合計

宿泊業系 41.8% 24.1% 20.6% 3.5% 2.8% 7.1% 100.0%
不動産業 41.4% 15.1% 19.4% 3.6% 5.3% 15.1% 100.0%
その他 38.8% 20.4% 12.6% 3.9% 5.8% 18.4% 100.0%
無回答 37.6% 17.6% 16.5% 2.4% 3.5% 22.4% 100.0%
総計 40.6% 18.3% 18.2% 3.5% 4.6% 14.8% 100.0%  

表 27 業種別宿泊客退室後清掃に⼊るタイミング 

退室⽇ 翌⽇
退室後2〜3

⽇
退室後4〜
5⽇以内

退室後1週
間以内

退室後1週
間以上経っ
てから

再委託先に
委任

無回答 合計

宿泊業系 67.4% 13.5% 6.4% 0.0% 1.4% 0.7% 1.4% 9.2% 100.0%
不動産業 55.9% 11.8% 9.5% 1.3% 1.0% 1.0% 1.6% 17.8% 100.0%
その他 60.2% 15.5% 5.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 16.5% 100.0%
無回答 64.7% 10.6% 5.9% 1.2% 0.0% 0.0% 1.2% 16.5% 100.0%
総計 60.3% 12.6% 7.7% 0.8% 0.8% 0.6% 1.6% 15.5% 100.0%  

43



表 28 業種別⻑期に客が⼊らない場合の対応 

定期的に清掃
に⼊る

清掃はしない
が中に⼊り換
気を⾏う

特に何もし
ない

再委託先に
委任

その他 無回答 合計

宿泊業系 44.0% 33.3% 4.3% 4.3% 4.3% 9.9% 100.0%
不動産業 37.5% 33.6% 4.9% 2.0% 4.3% 17.8% 100.0%
その他 40.8% 28.2% 3.9% 6.8% 4.9% 15.5% 100.0%
無回答 41.2% 30.6% 5.9% 2.4% 4.7% 15.3% 100.0%
総計 40.0% 32.2% 4.7% 3.3% 4.4% 15.3% 100.0%  

表 29 業種別衛⽣管理に対する宿泊客からの苦情 

頻繁にある ときどきある めったにない まったくない 無回答 総計

宿泊業系 0.0% 6.4% 32.6% 53.2% 7.8% 100.0%
不動産業 0.0% 5.3% 30.6% 47.0% 17.1% 100.0%
その他 0.0% 1.0% 28.2% 53.4% 17.5% 100.0%
無回答 0.0% 7.1% 29.4% 50.6% 12.9% 100.0%
総計 0.0% 5.1% 30.5% 49.9% 14.5% 100.0%  

表 30 業種別⺠泊の衛⽣管理に対して⾃社清掃員等や再委託先から聞いたことや⾃ら感じること 

頻繁にある ときどきある めったにない まったくない 無回答 総計

宿泊業系 0.7% 6.4% 40.4% 42.6% 9.9% 100.0%
不動産業 1.0% 5.3% 37.2% 39.8% 16.8% 100.0%
その他 0.0% 1.9% 35.9% 44.7% 17.5% 100.0%
無回答 0.0% 10.6% 35.3% 40.0% 14.1% 100.0%
総計 0.6% 5.7% 37.4% 41.2% 15.0% 100.0%  

表 31 業種別稼働状況 

継続中 休⽌中 その他 無回答 総計
宿泊業系 68.8% 23.4% 5.0% 2.8% 100.0%
不動産業 47.7% 37.8% 6.9% 7.6% 100.0%
その他 57.3% 29.1% 1.0% 12.6% 100.0%
無回答 63.5% 18.8% 4.7% 12.9% 100.0%
総計 56.1% 30.6% 5.2% 8.1% 100.0%  

表 32 業種別感染症対策の実施内容（各項⽬「⾏っている」と回答した事業者の割合） 

清拭消毒 ⼿指消毒液
等の設置

⾶沫防⽌対策
シールド等の

設置

チェックイ
ン・アウト完
全遠隔対応

従業員研修
の実施

患者が出た場
合の対応の確

認

従業員の感染
症予防対策

⼈数制限 独⾃の感染症
対策マニュア
ルの作成

宿泊業系 81.6% 80.9% 31.9% 48.2% 56.7% 75.9% 87.2% 61.0% 48.2%
不動産業 68.4% 66.4% 22.7% 44.4% 49.0% 60.2% 67.4% 45.1% 26.3%
その他 68.9% 70.9% 20.4% 36.9% 51.5% 64.1% 71.8% 46.6% 27.2%
無回答 69.4% 71.8% 29.4% 48.2% 57.6% 69.4% 75.3% 49.4% 35.3%
総計 71.6% 71.1% 25.3% 44.5% 52.3% 65.6% 73.6% 49.4% 32.5%  
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図 15 宿泊業系の管理業務の再委託状況（何らかのレベルで再委託をしている事業者 48 に対する割合） 

 
図 16 不動産業の管理業務の再委託状況（何らかのレベルで再委託をしている事業者 93 に対する割合） 

  

図 17 その他の管理業務の再委託状況（何らかのレベルで再委託をしている事業者 30 に対する割合） 
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Ｄ．まとめと考察 

アンケートおよびインタビュー調査の結果
から、以下の点が明らかになった。 

＜管理事業者の特徴＞ 

住宅宿泊管理事業者は約 8 割が法⼈として
登録されている。また、管理事業者も届出⺠泊
の多い関東圏、近畿圏に、その本社を置く事業
者が多い。 

管理事業者の多くが住宅宿泊管理事業以外
の事業を⾏っており、その主たる事業は不動産
業（47.9%）であった。空き物件を管理する不
動産業者が、家主から委託を受け、もしくは⾃
らが⺠泊事業者となって、管理を⾏い、ビジネ
スとしている状況がうかがえる。
＜管理の状況＞

しかし、現実には、新型コロナウィルス感染
症の影響により、その管理物件数の規模は著し
く⼩さい。管理受託物件０（ゼロ）⼾と回答し
た事業者が全体の 54.8%、１〜5 ⼾が 24.2%で
あった。⾃⼰物件も 0 ⼾が 36.8%、１〜5 ⼾が
45.0%、管理受託および⾃⼰物件いずれも 0 ⼾
と回答した事業者は 130 件、全体の約 2 割を
占めた。１管理事業者が管理する⺠泊物件数は
⾮常に少ない。また、管理事業者の 60.3%が管
理業務を他事業者に再委託せず⾃前で⾏って
いた。 

他⽅、他の事業者に管理業務の⼀部を再委託
している管理事業者は 206 事業者（32.5%）あ
り、このうち約 50%前後の事業者が⽇常清掃
などいわゆる「現場管理」に相当する業務を再
委託している。 

衛⽣管理の状況については、宿泊客滞在中の
衛⽣管理と、宿泊客退室後に清掃に⼊るタイミ
ング、⻑期宿泊客が⼊らない物件の衛⽣管理、
宿泊客・従業員からの不満にについて尋ねたが、
問題となる状況は確認できなかった。とくに宿

泊客からの衛⽣管理に対する不満の頻度につ
いては、宿泊客を⼊れた経験がほとんどない事
業者が⼀定数いることを踏まえると、⼀般的な
利⽤がある場合の実態を反映した結果にはな
っていないものと考える。 

＜新型コロナウィルス感染症の影響と対策＞ 

新型コロナウィルス感染症の影響により、業
務休⽌状態にあると回答した事業者が 30.6%

であった。感染症対策については、清拭消毒や
⼿指消毒液等の設置、従業員の感染予防対策が
⽐較的⾼い割合（7 割）で実施されていた。 

＜管理事業者の主業種別にみる⺠泊管理＞ 

業種別（宿泊業系、不動産業、その他）の分
析では、その管理体制や感染症対策に特徴がみ
られた。第 1 に、不動産業と⽐較して宿泊業系
で個⼈登録が多い。第 2 に、宿泊業系の管理事
業者は、他業種と⽐較して、⾃ら⺠泊事業主と
なり、物件を所有し、運営している割合が⾼い。
管理物件⼾数については全体として 0 ⼾もし
くは 5 ⼾以下が多いが、宿泊業系事業者が不動
産系と⽐較して、⾃⼰管理物件⼾数が 1~5 ⼾、
11〜50 ⼾である事業者割合が⾼かった。 

第 3 に、管理の再委託については、宿泊業系
事業者で再委託している割合が低い。業種別全
体をみると、その他業種が、不動産業と宿泊業
系よりも、管理業務を再委託している事業者の
割合が若⼲⾼い。⼀⽅、宿泊業系については、
すべての物件で再委託しているという回答し
た事業者の割合が低くなった。管理業務別に再
委託の状況をみても、宿泊業系で再委託の割合
が低くなっている。加えて、宿泊業系の事業者
は、事業継続している割合が⾼く、感染症対策
に対しても取り組んでいる事業者の割合が、他
業種よりも⾼い傾向がみられた。 

業種別の分析を総合すると、宿泊業系の事業
者の、⺠泊管理およびその衛⽣管理に対する意
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識と実践は、他の業種のそれと⽐較して⾼い結
果となった。宿泊系事業者は、⾃らが⺠泊事業
者である割合も⾼く、またこれまでの宿泊施設
経営のノウハウや経験が、⺠泊（管理）事業へ
の意識や積極性に反映されているものと推測
する。 

今回のパンデミック鎮静化後しばらくは、宿
泊客が宿泊施設に求める衛⽣要件はかなり⾼
いことが予想される。宿泊業⼀般でどこまでこ
の要件に応えていくのか、また⺠泊ではどうか、
現時点ではこの問いに対する明確な答えは出
せないが、少なくともこうした要件を満たそう
とするにはコストへの転嫁が不可⽋となる。現
状でさえ、宿泊需要の激減により⺠泊の経営状
況は悪化している。パンデミックの鎮静化後、
この経験を踏まえ、⺠泊だけでなく宿泊業全体
で衛⽣管理基準をどう担保していくか、そのコ
ストも含めて再検討していくことが必要であ
ろう。

＜注＞ 
*１ 地域別に⺟数が異なることや、管理事業者
の登録地域に必ずしも管理物件があるとは限
らない。そのため、より詳細な検証が必要であ
る。
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